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「日本では、主要メディアと政府との距離が非常に近い」（黒薮）。 

 

日本のメディアの実態、そこで働くマスコミ関係者の仕事、そして権力とメディア

のプラットホームの関係は、地球の反対側ではほとんど知られていない。 

 

しかし、黒薮哲哉のような独立系ジャーナリストは、数十年にわたり、日本の主要

メディアの権威と外見の背後にある事実を調査し、報告することに多くの時間を費

やしてきました。 

 

複数の情報源によると、日本のジャーナリズムは誠実さと厳格さの長い伝統を持つ

一方で、メディアの多様性と多元的な視点を欠き、政府によるさまざまな報道規制、

デジタルメディアの影響力拡大、フェイクニュースといった問題に直面している。 

 

日本国内での通信プロセスはどうなっているのか、ラテンアメリカからの情報はど

の程度取り上げているのか、「日出ずる国」のメディア関係者の課題は何か？ 黒

薮哲哉氏にお話を伺った。 

 

── 黒薮さん、この度はお話をお聞かせいただきありがとうございます。日本は

アジアで最も報道の自由がある国のひとつとされており、ジャーナリストは調査報

道の自由を持っています。この認識は事実でしょうか。また、21 世紀の日本で、

ジャーナリスト、伝統的なメディア、デジタルメディアの表現の自由の実態はどの

ようなものでしょうか。 

 

黒薮 日本は、憲法で表現の自由が完全に保障されている国です。しかし、矛盾し

たことに、私たち日本人がこの貴重な権利を享受するのが非常に難しい実態があり

ます。この矛盾を説明するために、まず最初に、海外ではあまり知られていない、
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日本のマスコミに特有の問題について説明しましょう。 

 

日本ではマスコミと政府の関係が、非常に近くなっています。たとえば、安倍晋三

元首相と、650 万部の発行部数を誇る読売新聞の渡邉恒夫主筆は、しばしばレスト

ランで飲食しながら、政治や政策についての意見交換をしていました。 

 

他の新聞社やテレビ局の幹部も同じことをやっていました。政府の方針について情

報収集するというのが、彼らの口実でした。 

 

両者の密接な関係の中で、政府はマスコミを経済面で支援する政策を実施してきま

した。例えば、一般商品の消費税は 10％ですが、新聞の消費税は 8％に軽減されて

います。 

 

また、政府は公共広告に多額の予算を費やしています。例えば、2020 年度の政府

広報予算は約 1 億 4 千万米ドル（注：185 億円）でした。これらの資金は、広告代

理店やマスコミに支払われています。 

 

しかし、最大の問題は、いわく付きの新聞の流通システムを政府が保護しているこ

とです。新聞販売店には、一定部数の新聞を購入する義務を課せられています。 

 

例えば、新聞の読者が 3,000 人いる販売店では、3,000 部で間に合います。しかし、

4,000 部の買い取り義務を課します。これは、独占禁止法違反にあたりますが、何

の対策も講じられず、50 年以上も放置されたままです。 

 

私は 1997 年からこの問題を調査してきました。雑誌やインターネットメディアで、

日本の新聞の少なくとも 2～3 割は一軒も配達されていないとする内容のレポート



 

3 

 

を繰り返し発表してきました。 

 

   

私の計算によると、新聞業界はこのようにして少なくとも年間 7億 600万ドル（932

億円）の腐った金を懐に入れています。新聞社は、販売店に損害を与えるだけでは

なく、広告主をも欺いています。 

 

また、テレビ局の多くは新聞社グループに属しているため、日本のテレビ局もこの

問題は報じません。政府も各省庁もこの問題については厳しく指導してきませんで

した。 

 

このように日本のマスコミは、国家権力によって保護されているのです。すでに述

べたように、日本は法的には完全な表現の自由を持つ国です。だれもジャーナリズ

ム活動を暴力で弾圧することはしません。 

 

しかし、新聞やテレビの記者は、公権力機関が守ってくれる莫大な経済的利益を失

いたくないため、彼らを強く批判するようなニュースは扱いません。 

 

公権力にとって不都合なニュースを暴露しようとする新聞やテレビの記者は、記者

としての地位を失い、営業部や広告部に異動させられるリスクを背負います。 

 

公権力に批判的なフリージャーナリスト、評論家、大学教授らは、新聞に自分の作

品を掲載する機会がほとんどありません。 

 

週刊誌や月刊誌はかなり質の高いジャーナリズムを展開していますが、発行部数が

少ないので影響力がありません。われわれは公式には表現の自由を保障されていま
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すが、この腐敗した狡猾な仕組みのために、それを享受することができないのです。 

 

── 報道における表現や視点を多様化する必要性を感じますか？それはなぜで

すか？ 

 

黒薮 日本では、表現や視点の多様性を広げることが非常に重要です。新聞社は政

府によって実質的に保護されているため、新聞報道は非常に偏ったものとなってい

ます。 

 

例えば、自民党政権と統一教会は、過去 50 年間、非常に密接な関係にありました。

統一教会は、信者から多額の献金を集め、韓国の本部に送金していました。 

 

しかし、2022 年 7 月に安倍晋三元首相が狂信的なこの宗教団体を憎むテロリスト

に暗殺されるまで、主要メディアはこの問題を報道していませんでした。 

 

この問題を調査し、雑誌や自身のウェブサイトで報道していたジャーナリストは、

鈴木エイト氏だけでした。彼は、安倍首相が暗殺されるまで、主要メディアで自分

の意見を表明する機会がありませんでした。 

 

このように、日本ではジャーナリズムが非常に制限されています。幸い、インター

ネット時代になって、さまざまな視点を提供する独立したメディアが増え始めてい

ます。 

 

── 報道の仕事という観点から、アナログからデジタルへの移行をどう見ますか。

この新しいコミュニケーション方法がメディアの健全性を奪うと思いますか、それ

とも利すると思いますか。 
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黒薮 インターネットの時代になっても、マスコミ報道はあまり変わっていません。

簡単に言えば、ジャーナリズムのプラットフォームが紙から電子に移行しただけの

ことです。 

 

しかし、私のようなフリーランスのジャーナリストにとって、インターネットはと

ても利用価値が高いものです。例えば、わたしが扱ったことのあるテーマのひとつ

に新聞の偽装部数問題に関連した新聞社の腐敗があります。 

 

当初、この問題に関心を持つメディアは皆無でした。そこでわたしは、この問題を

報道するために、約 20 年前にウェブサイトを立ち上げました。 

 

その結果、雑誌を持つ出版社がこの問題に関心を持ち、一緒に調査報道をするよう

になったのです。また、弁護士の中にもこの問題に取り組む人が出てきました。 

 

なぜなら、この問題は新聞販売だけでなく、日本のジャーナリズムの質の問題でも

あるからです。この虚偽の発行部数の問題はまだ解決していませんが、数年後には

必ず解決すると確信しています。 

 

── 日本は先進的なテクノロジーで知られています。メディア関係者やジャーナ

リストは、この強みを活かして、ニュースや情報を視聴者に届ける方法を革新する

ことができます。新しいテクノロジーの影響を受けた日本のジャーナリズムの現状

をどのように定義しますか。 

 

黒薮 新聞については、海外と大きな差はありません。日本では長年、新聞は紙媒

体が中心でした。日本新聞協会のデータによると、2022 年の日刊紙の発行部数は
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2,869 万 4,915 部です。 

 

そのため、インターネットへの移行は、新聞の読者離れのリスクをはらんでいます。

新聞社の経営者は、電子新聞の導入に消極的でした。その結果、日本では際立った

電子新聞の技術は開発されていません。 

 

ラジオやテレビの世界では、いくつかの新しい動きがあります。例えば、AI（人工

知能）が、アナウンサーそっくりの声でニュースを読み上げます。 

 

また、バーチャル映像も利用されています。例えば、近い将来予想される大地震の

被害状況をバーチャルリアリティ映像で表現します。 

 

しかし、わたしは、ジャーナリズムにバーチャルリアリティを導入することは、フ

ェイクニュースにつながるので反対です。かつては写真や動画が事実の重要な証拠

となりましたが、今はそうではありません。 

 

── 新しいテクノロジーと近代的な交通手段によって、地球の片側からもう片側

への距離が短縮されています。ニュースの伝達も早くなりました。しかし、日本に

ついての情報には、ばらつきがあります。日本ではラテンアメリカのことがどの程

度報じられ、どの程度知られているのでしょうか。 

 

黒薮 ラテンアメリカからのニュースはあまり報じられていません。マスコミは、

大統領選挙、政治的事件、スポーツなどは報じますが、民衆の生活や社会運動に関

するニュースは取り上げません。 

 

例えば、昨年 12 月 7 日にペルーで起きたクーデターに関して言えば、クーデター
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の首謀者らを擁護する立場からの報道はしましたが、それに対する民衆の抵抗や警

察・軍隊の残虐な暴力については取り上げませんでした。 

 

もう一つ例を挙げます。世界のほとんどの国がキューバに対する経済封鎖に反対し

ているのに、日本のマスコミは全く報道していません。 

 

わたしは、ラテンアメリカの情報をインターネットを通じて得ています。しかし、

ほとんどの日本人は英語やスペイン語を使うことができません。そのため、主要メ

ディアからの情報に頼らざるを得なくなっています。 

 

── Covid-19 のパンデミックは、ほぼすべての分野とセクターに強く影響しま

した。報道においても、取り上げるニュースや取材活動だけではなく、メディアそ

れ自体の存続なども、その影響から逃れることができていません。日本のメディア

やメディア関係者は、ポストパンデミックの現実をどう受け止めているのでしょう

か。 

 

黒薮 新聞社やテレビ局は、Covid-19 のパンデミックの際にも、仕事のやり方を大

きく変えることはありませんでした。というのも、彼らは毎日、ニュースを発信す

る必要があったからです。これに対して、多くの出版社はリモートワークという新

しい働き方を採用しました。 

 

編集者は自宅で作業し、インターネットで会社とコミュニケーションします。出社

は週に 1 日か 2 日だけ。この働き方は、会社のコスト削減につながることもあり、

Covid-19 以降も続いています。 

 

── 日本の視聴者は高齢化しており、メディアは若い視聴者を獲得する方法を探
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さなければならないと言われています。それは事実でしょうか？ そうであるとす

れば、新しい世代に情報を伝えるためにどのような戦略が採用されているのでしょ

うか。また、現在の日本では新しい人材育成のプロセスはどうなっているのか。 

 

黒薮 わたしは、視聴者が高齢化しているとは思いません。高齢化しているのは、

新聞の購読者です。高齢者はインターネットの使い方を知らないので、新聞から情

報を得ます。 

 

その結果、高齢者は印刷された新聞から、若い世代はインターネットから情報を得

る状況になっています。 

 

しかし、紙媒体の新聞とインターネットの内容自体は、あまり変わりません。とい

うのも、主要メディアは、紙媒体の新聞に掲載した記事をインターネットに掲載す

る傾向があるからです。 

 

日本ではジャーナリストの育成は遅れています。わたしは、ジャーナリストを教育

する方法が異常だと思います。若い記者は、警察や政治家、官僚と親密な関係を築

き、個別に情報を入手できるようになるよう指導されています。ラテンアメリカで、

そんなことをやりますか？ 

 

── 日本の法務省のデータによると、2021 年の日本のラテンアメリカ系の人口

は約 6万 4,000 人（ブラジルを除くスペイン語圏）です。日本のメディアは彼らに

特化した紙面を設けて、地域や国、政府などの問題について情報を提供しているの

でしょうか。 

 

黒薮 10 年ほど前まで、『プレスインターナショナル』という新聞がありました。
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スペイン語版とポルトガル語版の 2 種類を発行していました。しかし、現在は両方

とも廃刊しています。 

 

島根県の地方紙「山陰中央新報」（日刊）は、不定期にポルトガル語のニュースを

掲載しています。島根県には、約 9,000 人のブラジル人が住んでいます。 

 

日本に住むラテンアメリカの人々は、インターネットを通じて母国のニュースにア

クセスすることが出来ます。しかし、スペイン語やポルトガル語で日本国内のニュ

ースを見ることはほとんどできません。 

 

── 日本の情報公開法は、ジャーナリストやメディアの取材・調査活動をおこな

う上で、どのような利点と欠点があるのでしょうか。 

 

黒薮 日本には、情報公開法があり、請求があれば公開しなければなりません。わ

たし自身もよくこの制度を利用しています。しかし、公権力の不祥事が分かる公文

書は、プライバシー保護を口実に公開されません。 

 

── ジャーナリストやメディアは報道に関して、どのような課題を抱えています

か。また、編集の独立性やメディアの多様性は、現在の日本におけるジャーナリズ

ムの発展にとって十分なものだと考えていますか。 

 

黒薮 日本のメディアの最大の問題は、その多くが公権力から独立していない点で

す。その結果、ジャーナリズムは政府の広報に変質しています。唯一の希望は、グ

ローバル化の時代に、独立したメディアがインターネット上で生まれていることで

す。 


